
愛知県田原市 

●発表日：平成 26 年（2014 年）5 月 29 日 

「災害時等における給食支援業務等の協力に関する協定書」締結式を行います  

 

 田原市では、市内に給食提供等を必要とする災害が発生した場合に、調理委託運営企

業の協力を得て、災害時における市民生活の安定を確保することを目的として、株式会

社田原学校給食サービスと「災害時等における給食支援業務等の協力に関する協定書」

を締結することになりました。 

 

【協定書締結式】 

１ 日 時  平成２６年６月２日（月）午後１時 

 

２ 会 場  田原市役所 市長応接室（４階） 

 

３ 出席者 

  株式会社田原学校給食サービス 代表取締役 山本德憲 

（㈱東洋食品 執行役員 PFI 事業部長） 

  株式会社東洋食品 PFI 事業部 次長 嶋田達哉 

                課長 藤原伸太郎 

    田原市：市長、教育長、消防長ほか関係職員 

 

４ その他  協定書(案)は別紙 

 

（担当）消防本部防災対策課 係長 河合美和 電話（０５３１）２３－３５４８ 

資料№５

３ 



災害時等における給食支援業務等の協力に関する協定書（案） 

 

 田原市（以下「甲」という。）と株式会社田原学校給食サービス（以下「乙」という。）

とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第 1 号に規定する災害（以下

「災害」という。）が発生した場合の給食支援業務等に関して、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、市内に給食提供等を必要とする災害が発生した場合、乙の調理委託

運営企業の積極的な協力を得ることにより、災害時における市民生活の安定を確保する

ことを目的とする。 

（協力） 

第２条 乙は、災害時における甲の給食支援業務等の要請に対し、優先して業務を行い、

甲の災害応急対策活動に積極的に協力するものとする。 

２ 乙の協力内容は、田原市給食センターを拠点として行う給食支援業務等とする。 

（要請手続） 

第３条 甲は、災害が発生し、給食支援業務等の必要があると認めたときは、災害時給食

支援業務等要請書（様式第１号）により、乙に対し要請するものとする。 

２ 甲は、災害の状況により、緊急を要するときは、電話等の方法で協力要請することが

できるものとする。この場合は、甲は乙に対し、速やかに災害時給食支援業務等要請書

（様式第１号）を提出するものとする。 

３ 甲は、乙に給食支援業務等を要請する場合は、要請の理由、業務内容、日時、場所、

その他の必要事項を明らかにし、要請するものとする。 

４ 乙は、前項の要請があったときは、給食支援業務等に協力するものとする。 

５ 乙は、甲との連絡が取れないときは、甲の要請があったものとみなし、自らの責任に

おいて給食支援業務等を行うことができる。 

（配送） 

第４条 乙は、給食の配送に関して、乙が所有している車両を使用するものとする。 

（完了報告） 

第５条 乙は、給食支援業務等を完了したときは、速やかに災害時給食支援業務等完了報

告書（様式第２号）により甲に報告するものとする。ただし、緊急を要するときは、電

話等の方法で報告し、事後に災害時給食支援業務等完了報告書（様式第２号）を提出す

るものとする。 

（費用負担等） 

第６条 甲の要請に基づき、乙が給食支援業務等を実施するために要した経費は、甲が負

担するものとする。 

２ 調理業務及び給食の配送に係る経費は、災害発生時直前における適正な価格を基準と

し、甲乙協議の上、決定するものとする。 

３ 甲は、乙から前項の請求があったときは、速やかに代金を乙に支払うものとする。 

 



（従事者の災害補償） 

第７条 甲の要請に基づき、給食支援業務等に従事した乙の職員が二次災害で負傷し、若

しくは疾病にかかり、又は死亡した場合は、乙の加入する労働災害保険を適用し、乙が

災害補償を行うものとする。 

（連絡責任者等） 

第８条 給食支援業務等に関する事項の伝達を円滑に行うため、甲乙双方の連絡先及び連

絡責任者・担当者を定めるものとする。 

２ 協定の有効期間の途中において内容の変更が生じた場合は、速やかに相手先に報告す

るものとする。 

（平常時の協力） 

第９条 乙は、平常時における防災啓発に協力するものとする。 

２ 甲が協力依頼を行う場合は、文書により行うものとする。 

（協定の有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間は、平成２７年３月３１日までとする。ただし、期間満了

の１か月前までに、甲乙いずれからも協定解除の申出がないときは、さらに１年間延長

するものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第１１条 この協定に定めのない事項またはこの協定に定める事項に疑義が生じたときは、

甲乙協議して定めるものとする。 

 

 この協定を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

 平成２６年６月２日 

 

甲 田原市田原町南番場３０番地１ 

田原市 

田原市長 

 

乙 田原市赤羽根町 

株式会社田原学校給食サービス 

代表取締役  

  



様式第１号 

第    号  

年  月  日  

 

             様 

 

田原市長 

 

災害時給食支援業務等要請書 

 

 災害時における給食支援業務等の協力に関する協定書第３条の規定により、下記のとお

り協力を要請します。 

 

記 

 

１ 災 害 名  

２ 協 力 期 間 
年  月  日 午前・午後  時  分から 

     年  月  日 午前・午後  時  分まで 

３ 協 力 内 容  

４ 給 食 等 提 供 先  

５ 配 送 の 有 無 有 ・ 無 

６ その他必要な事項  

７ 担 当 者 等 

①所 属 

②職氏名 

③電 話 

 

  



様式第２号 

 

  年  月  日  

 

田原市長  

 

団体名 

代表者名 

 

災害時給食支援業務等完了報告書 

 

   年  月  日付け  第  号により要請のありました件について、下記のとお

り完了しましたので、災害時における給食支援業務等の協力に関する協定書第５条の規定

により、報告します。 

 

記 

 

完了年月日 協力内容 給食等提供先 配送の有無 

   有 ・ 無 
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